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研究要旨 

 「健康づくりのための身体活動・運動ガイド 2023」（以下、身体活動ガイド 2023）では、従来用いられてきた「基準」と

いう名称を「ガイド」へと改めた。この変更の背景には、例えば、成人向けに示された「1 日約 8,000 歩」という数値が、

すべての成人が一律に達成すべき基準として受け取られることへの懸念がある。しかし、名称を変更した後も、推奨事

項に示された数値が、個人の状況に応じた目安としてではなく、すべての人が等しく目指すべき目標値として誤解さ

れている可能性がある。こうした誤解は一般市民にとどまらず、公衆衛生の専門家や身体活動支援に携わる関係者の

間にも存在している可能性がある。 

 身体活動ガイド 2023 が本来の趣旨に沿って活用されるためには、推奨事項に示された数値の意味や位置づけを

明確にし、誤解を生じにくい表現の在り方を検討する必要がある。そのための基礎資料として、本研究では、身体活

動の推奨事項として示された数値に関する誤解の実態、数値の算出根拠、および数値が誤解された場合に生じうる

弊害を検討し、以下の知見を得た。 

① 研究 1 および研究 2 では、公衆衛生に関わる専門家やヘルスコミュニケーターの中にも、推奨事項に示された数

値を「すべての人が一律に取り組むべき目標値」であると誤解している者がいることが示唆された。

② 研究 3 では、推奨事項に示された数値が「すべての人が一律に取り組むべき目標値」として誤解された場合、その

数値を用いた普及啓発の効果が限定的となる可能性が示された。

身体活動ガイド 2023 に示された「1 日約 8,000 歩」や「週 23 メッツ・時」などの数値は、個人の状況に

応じて活用すべき目安である。しかし、本研究では、これらの数値が「すべての人が一律に達成すべき目標

値」として誤解される可能性が示唆された。今後は、数値がカットオフポイントのように誤解されないよう、

表現方法や伝え方を改善するとともに、改善した方法の効果を実証的に検証する必要がある。 

Ａ．研究目的 

 厚生省および厚生労働省は、健康づくりに携わる専

門家に向けて、身体活動・運動に関する推奨事項をこ

れまで 4 版にわたり策定・公表してきた。具体的には、

第 1 版として「健康づくりのための運動所要量」（1989

年）、第 2 版として「健康づくりのための運動基準

2006」（2006 年）、第 3 版として「健康づくりのための身

体活動基準 2013」（2013 年）、第 4 版として「健康づく

りのための身体活動・運動ガイド 2023」（2023 年）が公

表されている（1-4）。 

 各版の推奨事項には、身体活動・運動を推奨するた

めの具体的な数値が示されている。例えば、「健康づ

くりのための身体活動・運動ガイド 2023」（以下、身体

活動ガイド 2023）の推奨事項一覧では、成人向けの

推奨事項として「身体活動を 1 日 60 分以上（1 日約

8,000 歩以上）（＝週 23 メッツ・時以上）」と記載されて

いる（図 1）。 

図 1．身体活動・運動の推奨事項一覧
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 一方、身体活動ガイド 2023 の「身体活動基準改訂

の主旨」では、本ガイドが「歩行またはそれと同等以上

の強度の身体活動を 1 日 60 分以上行うことを推奨す

る」といった定量的な推奨事項にとどまらず、「個人差

を踏まえ、強度や量を調整し、可能なものから取り組

む」という定性的な推奨事項をも含むものであることが

説明されている。また、「基準」という表現が、すべての

国民が等しく取り組むべき事項であるという誤解を与え

る可能性等を考慮し、「ガイド」という名称としたことも明

記されている。 

 身体活動・運動ガイドが本来の趣旨に沿って活用さ

れるためには、推奨事項に示された数値の意味や位

置づけを明確にし、誤解を生じにくい表現の在り方を

検討する必要がある。 

 そこで本研究では、身体活動・運動の推奨事項とし

て示された数値に関する誤解の実態、数値の算出根

拠、およびそれらの数値が国民に誤解された場合に

生じうる弊害について検討することを目的とした。 

 具体的には、研究 1 として、公衆衛生専門家におけ

る推奨事項に示された数値に関する誤解の事例を整

理するとともに、「運動基準」および健康日本 21（第三

次）における「1 日の歩数目標値」の算出方法を確認

する。研究 2 として、職域の普及啓発資料におけるヘ

ルスコミュニケーターによる伝達上の課題を整理する。

研究 3 として、身体活動ガイド 2023 の推奨事項に示さ

れている数値が、国民に一律の目標値として受け取ら

れた場合に生じうる弊害を検討する。さらに、これらの

検討を踏まえ、身体活動ガイド 2023 において誤解を

生じにくい表現方法や推奨事項の伝え方、ならびに今

後求められる研究課題について考察する。 

（倫理面への配慮） 

本研究は個人情報を取り扱わない研究である。

研究 1．公衆衛生の専門家による誤解の事例 

Ｂ-1．研究方法 

 2025 年 12 月に開催された健康日本 21（第三次）推

進専門委員会では、歩数目標に関する議論が行われ

た。本研究では、その内容を議事録により確認した（5）。 

議論の対象は、健康日本 21（第三次）の政策評価に

用いる歩数目標値として事務局から提案された「1 日

8,100 歩」と、身体活動ガイド 2023 の推奨事項一覧に

おいて成人に対して示された「1 日約 8,000 歩」の 2 つ

の数値であった。 

 分析にあたっては、まず、歩数目標に関する事務局

説明の要点を整理した。さらに、健康日本 21（第三次）

における歩数目標値、身体活動ガイド 2023 における

「1 日約 8,000 歩」、およびその基礎となる「週 23 メッ

ツ・時」の算出方法を確認した。

Ｃ-1．研究結果 

（1）厚生労働省事務局による説明の要点

 厚生労働省事務局は、健康日本 21（第三次）の歩数

目標値として提案した「8,100 歩」について、個人一人

ひとりに「8,100 歩歩くべき」と求めるものではないと説

明していた。この歩数目標は、国民全体の平均歩数を

どの水準まで引き上げるかという政策評価上の目標で

あり、身体活動ガイド 2023に記載された個人向けの目

安値とは性格が異なる。事務局はさらに、両者の意味

の違いを分かりやすく周知・啓発する必要性について

も言及していた。 

（2）委員による誤解が示唆される発言の要点

 一方、委員の発言の中には、歩数目標値を個人が

一律に達成すべき目標として解釈している可能性を示

唆するものが見受けられた。 

 具体的には、「8,100 歩」と「8,000 歩」が並存すると現

場での説明に混乱が生じるとの懸念が示されていた。

また、「国民運動としての分かりやすさ」や「メッセージ

の強さ」を重視する観点から 8,100 歩よりも 8,000 歩と

いう切りのよい数値を支持する意見もみられた。さらに、

「8,000 歩は超えたいというイメージになってほしい」と

いう趣旨の発言も確認された。 

 これらの発言からは、政策評価上の平均値目標が、

身体活動ガイド 2023 に示された個人向けの目安値と

同等であり、かつ、個人の達成目標値として解釈され

ている可能性がうかがわれた。以上のことから、公衆衛

生に関わる専門家の中にも、身体活動ガイド 2023 に

示された数値や健康日本 21（第三次）の歩数目標値

を、個人が一律に達成すべき目標値として誤解してい

る者がいる可能性が示唆された。 
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（3）健康日本 21（第三次）における目標値（歩数）の算

出方法 

 令和 6 年国民健康・栄養調査における 1 日の歩数

は、20～64 歳では男性 8,564 歩、女性 7,287 歩、65

歳以上では男性 6,667 歩、女性 5,429 歩であった。歩

数と疾病罹患率または死亡率との間には負の関連が

あることが報告されていることから（6-8）、目標値は現

状値から 10％増加させることを基本として設定された。 

 現状値に 1.1 を乗じると、20～64 歳では男性 9,420

歩、女性 8,016 歩、65 歳以上では男性 7,334 歩、女

性 5,972 歩となる。これらを切りのよい数値に置き換え、

20～64 歳の目標値を 9,000 歩、65 歳以上の目標値を

7,000 歩とした。さらに、令和 6 年国民健康・栄養調査

の参加者数をもとに人数割合を加重平均した結果、全

体の目標値は 8,093 歩となった。事務局はこれを踏ま

え、健康日本 21（第三次）推進専門委員会において

「8,100 歩」を目標値として提案した。 

（4）身体活動ガイド 2023 における「1 日 8,000 歩」の算

出方法 

 身体活動ガイド 2023 における「1 日約 8,000 歩」は、

後述する「週 23 メッツ・時」を歩数に換算することで導

かれた数値である。 

 通常歩行の身体活動強度を 3 メッツと仮定すると、1

時間の歩行は 3メッツ・時に相当する。これを 1週間継

続した場合、身体活動量は週 21 メッツ・時となり、「週

23メッツ・時」に近い値となる。したがって、週23メッツ・

時はおおむね 1 日 1 時間の通常歩行に相当すると考

えられる。 

 先行研究に基づいて 1 分間の歩行を 100 歩と換算

すると（9）、1 時間の通常歩行は約 6,000 歩となる。こ

れに、通常歩行より低強度の生活活動に相当する歩

数として約 2,000 歩を加えることで（10, 11）、合計とし

て「1 日約 8,000 歩」とされた。 

（5）「週 23 メッツ・時」の算出方法

 「健康づくりのための運動基準 2006」の原案を作成し

た厚生労働科学研究班は、身体活動量と生活習慣病

の関連を検討したコホート研究を対象にシステマティッ

クレビューを実施し、36 本の論文を抽出した（12）。各

論文において、最も身体活動量の少ない群と比較して

生活習慣病の発症リスク等が統計学的に有意に低い

群の下限値を抽出し、それらの平均値である週 23 メッ

ツ・時を基準値として設定した（図 2）。

図 2．身体活動の下限値の分布(9) 

 また、「健康づくりのための身体活動基準 2013」の原

案を作成した研究班は、日本人を対象とした 3 本の論

文を対象にメタ解析を実施し、週 22.5 メッツ・時を超え

る群において統計学的に有意に低い相対危険度が認

められることを確認した。このため、2013 年版において

も週 23 メッツ・時の基準値は維持された（3）。 

 ただし、統計学的に有意であるかどうかを基準に、生

活習慣病の発症リスクと関連する身体活動量を算出

する方法には限界がある。統計学的有意性は、身体

活動量と疾病リスクとの関連の強さだけでなく、対象者

数、イベント発生数、追跡期間、測定誤差、交絡因子

の調整方法などにも影響を受ける。そのため、同じ程

度のリスク低下であっても、サンプルサイズやイベント

数が大きい研究では統計学的に有意となりやすく、反

対に、対象者数やイベント数が少ない研究では有意

になりにくい。したがって、「統計学的に有意にリスクが

低い群の下限値」を抽出する方法では、真に健康上

意味のある身体活動量を示しているというよりも、各研

究の統計学的検出力やカテゴリー設定の影響を受け

た値を抽出している可能性がある。 

 このことから、身体活動ガイド 2023 では、「基準値」と

いう概念を前面にだすのではなく、個人差を踏まえて

強度や量を調整し、可能なものから取り組むという考え

方を重視している。一方で、成人向けの推奨事項とし

ては、過去の公表内容との一貫性および最新のレビュ

ー結果を踏まえ、週 23 メッツ・時という数値を目安とし

て継承した（4）。 
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研究 2．ヘルスコミュニケーターによる誤解

の事例 

Ｂ-2．研究方法 

 労働者向けに作成された「2025 年度版年末年始働

く人の明るい職場楽しい家庭」（13）の「適度な運動で

座りすぎ防止」の項目を確認した（図 3）。 

 本研究は、当該普及啓発資料の有用性を評価する

ことを目的としたものではない。本研究では、職域にお

ける普及啓発資料において、身体活動の推奨に関連

する数値がどのように伝達されているか、また、その表

現方法がいかなる誤解を生じさせる可能性があるかを

検討した。 

図 3．普及啓発資料 

Ｃ-2．研究結果 

 当該資料の「適度な運動で座りすぎ防止」のペー

ジには、「目指せ『週 23 メッツ・時』」という見出

しが掲げられていた（図 4）。この表現は、「週 23
メッツ・時」を、すべての労働者が等しく達成すべ

き目標値として受け取られる可能性があるものと考えら

れた。

図 4．普及啓発資料の記載内容 

普及啓発資料は、身体活動ガイド 2023 の内容を

職域や家庭に広く届けるうえで重要な役割を担っ

ている。しかし、当該資料では「目指せ」という表現が

前面に出ており、身体活動ガイド 2023 が明記する「個

人差を踏まえ、強度や量を調整し、可能なものから取

り組む」という考えが十分に伝わらない構成となってい

た。その結果、読者は「週 23 メッツ・時」を、すべての

人が一律に達成すべき固定的な目標値として受け取

る可能性がある。 

この事例は、身体活動ガイド 2023 に示された数値が、

普及啓発の過程で「個人の状況に応じて調整すべき

目安」としてではなく「すべての人が一律に達成すべき

目標値」として伝達され得ることを示している。また、こ

のような表現が用いられていることから、普及啓発資料

の作成に関わるヘルスコミュニケーターの中にも、推

奨事項に示された数値を「すべての国民が等しく取り

組むべき値」として理解している人がいる可能性が示

唆される。 

研究 3．推奨事項に示された数値が誤解された場

合に生じうる弊害 

Ｂ-4．研究方法 

 拡大調査が実施された平成 28 年の国民健康・栄養

調査で測定された 1 日の歩数データを二次利用申請

によって入手し、20～64 歳の国民の歩数分布を男女

別に確認した。次に、原田らが 2025 年に公表した、日

本人が受け入れられる身体活動増加時間に関する研

究結果をもとに（14）、身体活動ガイド 2023 に示された

数値である「1 日 8,000 歩」が、成人男性における身体

活動増加の受容可能性に与える影響を推計した。 

C-3．研究結果

平成 28 年の国民健康・栄養調査の歩数データをも

とに、性・年齢層別のヒストグラムを作成した（図 5-8）。

各ヒストグラムでは、身体活動ガイド 2023 に示された

数値である成人の「1 日 8,000 歩」および高齢者の「1

日 6,000 歩」に相当するバーを強調して示した。 
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図 5．成人男性の 1 日の歩数（5,044 人） 

図 6．成人女性の 1 日の歩数（6,006 人） 

図 7．高齢男性の 1 日の歩数（3,373 人） 

図 8．高齢女性の 1 日の歩数（4,149 人） 

 成人男女のヒストグラムは、わずかに右裾を引くもの

の、おおむね正規分布に近い形状を示していた。一

方、高齢男女のヒストグラムは、右裾が長く伸びるととも

に、歩数の少ない左側で分布が切断されたような形状

が見られた。 

 原田らは、20～64 歳の日本人成人 2,259 人を対象

に、受け入れ可能な1日あたりの身体活動増加時間を

調査している（14）。その結果、求められる身体活動増

加時間が長くなるほど、その時間を受け入れられる者

の割合が低下することが確認された（図 9）。 

図 9．身体活動増加の最大許容時間の現状 

 この研究結果と、平成 28 年の国民健康・栄養調査

に成人男性のデータを組み合わせて検討した（表

1）。具体的には、「1 日約 8,000 歩」をすべての人が一

律に達成すべき目標値と誤解した場合に、8,000 歩未

満の者が目標達成のために必要となる追加身体活動

量を受け入れられるかどうかを、現状の歩数階級別に

推計した。なお、5 分間の身体活動増加は、500 歩の

歩数増加と換算した（9）。その結果、8,000 歩達成に

必要な追加身体活動量を受け入れられると推計され

た者は、成人男性全体の 19.2％であった。 

一方、第 3 版である「健康づくりのための身体活動基 
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表 1．国民健康・栄養調査の結果と原田らの研究結果

を組み合わせた表 

歩数/日 度数 ％ 受入率① 期待値① 受入率② 期待値② 

500 76 1.5 13.8 0.2 61.5 0.9 

1,500 176 3.5 13.8 0.5 61.5 2.2 

2,500 315 6.2 13.8 0.9 61.5 3.8 

3,500 452 9.0 13.8 1.2 61.5 5.5 

4,500 504 10.0 17.0 1.7 61.5 6.2 

5,500 524 10.4 19.0 3.0 61.5 6.4 

6,500 513 10.2 48.2 4.9 61.5 6.3 

7,500 503 10.0 68.2 6.8 61.5 6.2 

8,500 485 9.6 0 0 61.5 5.9 

9,500 304 6.0 0 0 61.5 3.7 

10,500 255 5.1 0 0 61.5 3.1 

11,500 224 4.4 0 0 61.5 2.7 

12,500 189 3.7 0 0 61.5 2.3 

13,500 113 2.2 0 0 61.5 1.4 

14,500 75 1.5 0 0 61.5 0.9 

15,500 78 1.5 0 0 61.5 0.9 

16,500 61 1.2 0 0 61.5 0.7 

17,500 49 1.0 0 0 61.5 0.6 

18,500 35 0.7 0 0 61.5 0.4 

19,500 19 0.4 0 0 61.5 0.2 

20,500 94 1.9 0 0 61.5 1.2 

合計 5,044 100 ー 19.2 ー 61.5 

度数：国民健康・栄養調査で測定された成人男性の人数 

％：全体（5,044 人）に占める割合 

受入率①：身体活動時間別にみた身体活動増加を許容する者の割合 

期待値①：身体活動時間別にみた身体活動増加を許容する者が全体

に占める割合 

受入率②：10 分の身体活動増加を許容する者の割合 

期待値②：10 分の身体活動増加を許容する者が全体に占める割合 

5 分間の身体活動増加は、500 歩の歩数増加と換算した（9） 

 

 

 

 

 

 

準 2013」に基づいて作成された「健康づくりのための

身体活動指針（アクティブガイド）」において推奨され

た「今より 10 分多くからだを動かす（プラス・テン）」や、

「健康づくりのための身体活動・運動ガイド 2023（アク

ティブガイド 2023）」において推奨された「スイッチ・テ

ン」をすべての人に共通する推奨事項として提示した

場合、10 分の身体活動増加を受け入れられる者は、

成人男性全体の 61.5％に達すると推計された。 

 以上より、「1 日約 8,000 歩」を一律の達成目標として

提示した場合には、現状の歩数が少ない者ほど必要

な増加量が大きくなり、受容可能性が低くなる可能性

が示された。これに対して、「今より 10 分多く」といった

相対的・漸増的なメッセージは、より多くの者に受け入

れられる可能性があると考えられた。 

 

Ⅾ．考察 

 本研究では、公衆衛生の専門家やヘルスコミュニケ

ーターの中にも、身体活動ガイド 2023 や健康日本 21

（第三次）に示された数値を、個人が一律に達成すべ

き目標値として誤解している可能性が示された。この

背景には、健康課題に対するアプローチとして広く浸

透しているハイリスクアプローチの考え方が潜在的に

存在している可能性がある。すなわち、「基準値」や

「目標値」として数値が示されると、その数値未満の者

をリスクの高い集団とみなし、その数値以上に引き上

げることを目指すという、カットオフポイントに基づく解

釈が無意識に行われている可能性がある。加えて、こ

れらの数値をカットオフポイントのように扱うこ

とには、算定根拠の面からも限界がある。「8,000 歩」

や「週 23 メッツ・時」といった数値は、身体活動

量が最も少ない群と比較して、生活習慣病の発症

リスク等が統計学的に有意に低い群の下限値を抽

出し、その平均値として設定された。しかし、統計

学的有意性は、関連の強さだけでなく、対象者数、

イベント数、追跡期間、測定誤差、交絡調整、カテ

ゴリー設定にも影響される。そのため、この値を、

健康リスクを分けるカットオフポイントとして解釈す

ることは適切ではない。 

 ハイリスクアプローチは、対象者や取り組むべき課題

を明確にしやすく、保健指導や普及啓発の現場でも
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受け入れられやすい。そのため、一般の人々だけでな

く、健康政策を担う自治体職員、職域で健康づくりを

進める担当者、さらには運動指導者においても、身体

活動ガイド 2023 や健康日本 21（第三次）の数値を「す

べての人が等しく達成すべき値」として受け止めている

者が少なからず存在する可能性がある。 

 しかし、身体活動ガイド 2023 が示している重要な知

見は、身体活動量と生活習慣病発症率や死亡率との

間に負の量反応関係がみられるという点である（図 10）。

すなわち、特定の閾値を超えた者だけが健康利益を

得るのではなく、身体活動量が少ない者であっても多

い者であっても、身体活動量を増やすことにより健康

利益が期待できる。このことは、身体活動の推進にお

いて、特定の数値未満の者だけを対象とするのではな

く、集団全体の身体活動量を高めるポピュレーション

アプローチが重要であることを示している。 

 

 

図 10．身体活動量と生活習慣病・死亡率の相対リス

クとの関係（4） 

 

 したがって、今後、推奨事項として身体活動量に関

する数値を示す場合には、その数値がハイリスクアプ

ローチにおけるカットオフポイントのように解釈される可

能性を十分に考慮する必要がある。単に「これは目安

であり、一律の目標ではない」と説明するだけでは、誤

解を十分に防げない可能性がある。むしろ、最初から

誤解が生じにくい表現方法や推奨事項の伝え方を設

計することが重要である。 

 この点において、「今より 10分多くからだを動かす」と

いうプラス・テン（+10）や、まずは10分座位行動を身体

活動に置き換えるスイッチ・テン（SW10）のような表現

は、固定的な達成目標ではなく、個人の現状に応じた

行動変容を促すメッセージとして有用である可能性が

ある（15, 16）。しかし、これらの表現方法が、実際に多

くの人々の身体活動量を増加させ、健康寿命の延伸

や活力の向上につながるかについては、十分に検証

されていない。また、これら以外にも、行動変容を促す

うえで有用な表現方法が存在すると考えられる。今後

は、推奨値そのものの科学的妥当性だけでなく、どの

ような表現や伝え方が誤解を防ぎ、より多くの人の行

動変容につながるのかを、実証的に検討していく必要

がある。 

 

Ｅ．結論 

 本報告書では、身体活動ガイドの推奨値が一律

の達成目標として誤解される可能性を示した。今

後は、数値の提示方法を改善し、個人差を踏まえた

行動変容につながる伝え方を実証的に検討する必

要がある。 
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